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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
少なくとも１方向に配列された超音波変換素子群よりなる超音波探触子（１１）と、
被検体内部の走査線群に沿って存在するサンプル点列に超音波をフォーカスし、かつ各超
音波変換素子の送受信信号にディレイ及びアポダイズを掛けることにより該走査線群と実
質的に直交する方向に変調された音場感度を形成するビームフォーミング部（９１，２１
５）と、
相異なる時点での各サンプル点における受信信号間の演算によって、該サンプル点に於け
る少なくとも二方向に沿っての変位を検出する検出部（９０，２２６）とを備え、
前記検出部（９０，２２６）は、該サンプル点に於いて該走査線群に接する方向の変位、
及び該走査線に実質的に直交する曲線群に接する方向の変位を検出し、
該走査線群に実質的に直交する曲線群は、被検体内部において超音波探触子（１１）に対
して固定された２点からの超音波パルスの到達時間の和が実質的に同一である点列からな
る曲線の群である超音波診断システム。
【請求項２】
該走査線群は、該固定された２点からの超音波パルスの到達時間の差が実質的に同一とな
る様に選ばれた曲線または直線の集合であって、該固定された２点からの超音波パルスの
到達時間の差が、隣接する該曲線または直線間で一定の差を持つ、請求の範囲１記載の超
音波診断システム。
【請求項３】
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該変位を求めるサンプル点が、該走査線群と該走査線群に実質的に直交する曲線群の交点
にあり、該走査線群に実質的に直交する曲線群は、該固定された２点からの超音波パルス
の到達時間の和が実質的に同一となる様に選ばれた曲線の集合であって、該曲線に於ける
該固定された２点からの超音波パルスの到達時間の和が、隣接する曲線間で一定の差を持
つ請求の範囲１記載の超音波診断システム。
【請求項４】
前記走査線群は前記超音波探触子（１１）に対して固定された２点を共通の焦点とする双
曲線の群であり、
前記実質的に直交する曲線群は該２点を共通の焦点とする楕円の群である請求の範囲１記
載の超音波診断システム。
【請求項５】
前記走査線群は前記超音波探触子（１１）に対して固定された２点を共通の焦点とする双
曲線の漸近線の群であり、
前記実質的に直交する曲線群は該２点を共通の焦点とする楕円の群である請求の範囲１記
載の超音波診断システム。
【請求項６】
前記超音波変換素子群よりなる超音波探触子（１１）による超音波のフォーカスは、超音
波変換素子群内の少なくとも一つ以上の超音波変換素子による超音波送信と、送信する超
音波変換素子より多い数の超音波変換素子による超音波変換子による受信による開口合成
による請求の範囲１記載の超音波診断システム。
【請求項７】
前記超音波を送信する超音波変換素子は二つ以上の超音波変換素子であり、該二つ以上の
超音波変換素子から送信された超音波が合成された音波が、該超音波変換素子群の送波表
面より送波側とは逆方向にとった仮想音源を中心とする球面波または実効的な円筒波とな
るように、該二つ以上の超音波変換素子は、超音波送信を行なう請求の範囲６記載の超音
波診断システム。
【請求項８】
前記検出部（９０，２２６）は、
前記走査線群に沿った方向の変位を該走査線に沿った複数のサンプル点のエコー信号値か
らなるエコー信号列を用いて、前記相異なる時点で該エコー信号列の間の相互相関演算に
よって求め、
前記走査線と実質的に直交する曲線群に沿った方向の変位を該走査線と実質的に直交する
曲線に沿ったサンプル点のエコー信号値からなるエコー信号列を用いて、前記相異なる時
点で該エコー信号列の間の相互相関演算によって求める相関計算部（２０，２１８）を有
する、請求の範囲１記載の超音波診断システム。
【請求項９】
前記検出部（９０，２２６）は、
前記走査線群に沿った方向の変位を前記相異なる時点でのエコー信号値からなるエコー信
号列を用いて、該走査線方向に沿った異なるサンプル点の該エコー信号列間での相互相関
演算によって求め、
前記走査線に実質的に直交する曲線群に沿った方向の変位を前記相異なる時点でのエコー
信号値からなるエコー信号列を用いて、該走査線に実質的に直交する曲線に沿った異なる
サンプル点の該エコー信号列間での相互相関演算によって求める相関計算部（２０，２１
８）を有する、請求の範囲１記載の超音波診断システム。
【請求項１０】
少なくとも１方向に配列された超音波変換素子群よりなる超音波探触子（１１）と、
被検体内部の走査線群に沿って存在するサンプル点列に超音波をフォーカスし、かつ各超
音波変換素子の送受信信号にディレイ及びアポダイズを掛けることにより該走査線群と実
質的に直交する方向に変調された音場感度を形成するビームフォーミング部（９１，２１
５）と、
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相異なる時点での各サンプル点における受信信号間の演算によって、該サンプル点に於け
る少なくとも二方向に沿っての変位を検出する検出部（９０，２２６）とを備え、
前記検出部（９０，２２６）は、該サンプル点に於いて該走査線群に接する方向の変位、
及び該走査線に実質的に直交する曲線群に接する方向の変位を検出し、
該走査線群に実質的に直交する曲線群は、被検体内部において超音波探触子（１１）に対
して固定された２点からの超音波パルスの到達時間の和が実質的に同一である点列からな
る曲線の群である超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波診断システムおよび超音波診断装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年の超音波診断装置は、組織の反射率の差異によって生じる反射エコーから得られる
生体内組織の構造を表わす超音波断層像（Ｂモード画像）、を表示するとともに超音波の
ドプラ血流計測により血管内、心臓内の血流速度や血流量、或いは心臓壁の運動などのよ
うな組織部分の速度や移動量を計測し、それらの情報も表示する機能を有している。
【０００３】
　さらに、最近では、超音波によって組織部分の硬さを計測して組織診断へ利用すること
が行われ始めている。これは、粗域の硬さ即ち弾性特性がその病理状態と深く関連してい
るためである。例えば、乳がんや甲状腺がんなどの硬化性がん、肝硬変、および動脈硬化
症などは正常組織よりも病変部位が硬くなることが知られている。従来は、これらの硬さ
情報は、触診により得られていたが、触診では客観的情報表現が難しく、また医師の経験
も必要としていた。これに対し、近年、体表から静的な圧力を加えたり、比較的低周波数
の超音波による加振を与えることで生じる組織内部の歪みを超音波により計測し、この歪
みの大小から組織の硬さを判定する方法が用いられている。特に、超音波診断装置に歪み
の計測機能を組み合わせ、従来のＢモード画像による組織構造と歪み分布を同時に映像化
することで、触診による欠点を解消するのみならず組織の構造と硬さの分布を比較対照す
ることができるので、診断に対する情報をより多く提供することができる。このような機
能を有する超音波診断装置が主に乳腺部位の診断を中心として使用され始めている。
【０００４】
　以上のような超音波による血流などの速度計測、および歪み計測は、何れも超音波によ
る変位の計測機能を基にして行われる。例えば、血流速度分布計測では、異なる時点での
超音波エコー信号からその時点間での組織部分の変位分布を算出し、その変位分布の各点
での変位値を計測した時点間の時間間隔で割ることで速度分布を算出する。同様に、組織
の歪み分布の算出では、超音波によって求めた変位分布の各点での変位値を各点間の距離
の微分演算により算出される。
【０００５】
　このように、上に述べた血流および組織運動諸機能の速度計測、組織の硬さを調べる歪
み計測は、超音波による変位の計測機能に基づくため、近年の超音波診断装置では超音波
による変位計測が重要な技術課題となっている。
【０００６】
　従来の超音波診断装置は、体組織へ超音波を送信し、組織の反射エコー信号から変位を
求める。例えば、パルスドプラ法、およびカラーフロー法などでは、超音波のパルス列を
送信し、このパルス列の異なる送信パルス超音波に対する反射エコー信号を比較すること
で反射エコー信号の各部での時間ずれ（位相差）を検出する。この時間ずれは、異なる送
信パルスに対する各々の受信エコー信号上で、その部分の反射エコーを生成した組織の超
音波伝搬方向への位置の差に対応して反射超音波が超音波受信位置に到達する時間に差が
生じることによって発生する。よって、この位相差（＝時間差）に組織内での音速を乗算
することによって、異なる送信パルスの受信エコー信号上の対応部分での超音波伝搬方向
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への位置の差、即ち変位が検出される。実際の位相差の検出には主に、異なる送信パルス
の反射エコー信号間で相関演算やＦＦＴ（Fast　Fourier　Transform）などの周波数解析
による位相差検出演算をする処理が施されることが多い。
【０００７】
　また連続波ドップラ法では、連続した超音波を送信し、受信した反射エコー信号が超音
波ドプラ効果により反射組織の超音波伝搬方向への速度成分だけ波長が変化することを利
用して、周波数解析などにより直接速度の超音波伝搬方向成分を算出する。この場合は、
直接速度成分を計測でき、変位を求めるには速度成分を相当する時間間隔分、積分すれば
よい。
【０００８】
　これらの方法で求められるのは、何れも超音波伝搬方向の変位或いは速度であって、実
際の組織変位は、必ずしも超音波伝搬方向のみに生じるとは限らない。そのため、一般に
は、診断時において、同時に画像化されたＢモード画像を基に、組織の構造から推定され
る変位の方向に超音波伝搬方向を一致させたり、計測された変位や速度に推定される変位
の方向の補正が行なわれる。しかしながら、予め各部での変位の方向を予想するのは一般
には困難であり、そのため推定方向による誤差を生じる事となる。
【０００９】
　このような欠点を解消するため超音波による２次元、または３次元の変位および速度計
測技術が提案されている。
【００１０】
　たとえばＦｏｘにより、２つの異なる位置からの複合走査によって２つの速度成分を与
える方法が「Multiple　crossed-beam　ultrasound　Doppler　velocimetry」，IEEETran
s.　Sonics　Ultrason.,　Ｖｏｌ．２５，ｐｐ．２８１－２８６，１９７８年（非特許文
献１）において提案された。しかしながら、この方法では大開口の変換素子アレイを必要
とするために実用上の問題がある。実際に使用可能な変換素子レイの開口では、視野が限
定されたり、速度合成による精度が十分には得られないという欠点を有する。
【００１１】
　また、フレーム対フレームの相関解析に基づく２次元のスペックル追跡方法が、Trahey
他によって、「Angle　independent　ultrasonic　detection　of　blood　flow」，IEEE
　Trans.　Biomed.　Eng．，Ｖｏｌ．３４，ｐｐ．９６５－９６７，１９８７年１２月（
非特許文献２）において提案されている。この方法は、異なる時点で撮像したＢモード画
像のフレーム間、あるいは取得した反射エコー信号列の２次元相関演算を行なうものであ
る。現在多くの超音波診断装置においては、取得信号の処理の大部分、特にビームフォー
ミングや検波などはデジタル処理を用いて行われる。このため、２次元相関演算を行なう
場合は、その処理の精度、信頼性、および現行システムへの適合性などからデジタルの２
次元相関演算を行なうことが好ましい。一般にデジタル２次元相関演算ではその処理速度
、および処理を行なう回路の規模などは処理を行なうデータのサンプリング数に大きく依
存するため、データサンプリング数が少ないものが好ましい。逆に、２次元のスペックル
追跡方法を使う場合には、データサンプリング数は、その変位検出制度と計測領域とによ
って決まるため、特定の計測領域で変位検出精度を上げるにはデータサンプリング数を増
加させなければならない。通常２次元の各方向の変位検出精度をＮ倍すると、データサン
プリング数はＮ２倍増加する。例えば通常の超音波診断装置において、Ｂモード画像を作
成する場合には超音波反射エコーの受信信号が比較的高いサンプリングレートで取得され
るため、画像化に際してサンプリング数の圧縮（検波）が行われる。また超音波ビームの
走査線数間隔が比較的大きいため、画像化に際して超音波走査線方向については、補完な
どを行って表示用の走査線を増加させる。２次元のスペックル追跡方法で表示されるＢモ
ード画像のフレーム間で２次元相関をとる場合は、変位精度は表示される画像ピクセルと
同程度となる。この場合、通常のドプラ法などで計測可能な超音波反射エコー受信信号方
向において、サンプリング数に圧縮がかけられているために変位精度が低下する。従って
この方法では、従来と異なる方向の変位成分は検出できるが、従来取得可能であった方向
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の変位成分の検出精度は大きく低下してしまう。また検波する以前の超音波反射エコー信
号を用いて２次元のスペックル追跡方法を行なうことも可能である。この場合には、従来
取得可能であった方向の変位成分の検出精度も確保できるが、全体のデータサンプリング
数が膨大なものとなり、従来の超音波診断装置の規模では実装できなかった。このため２
次元のスペックル追跡方法は比較的変位が大きな組織部位の移動検出に適用領域が限定さ
れてしまうという欠点を有していた。
【００１２】
　２次元変位計測の比較的新規な方法として特表２００１－５０３８５３号公報（特許文
献１）に、変換素子アレイ内に２つの副開口を有し、この２副開口からの可干渉処理によ
り受信ビームパターンに横向きの変調を生じさせる方法が開示されている。この方法は、
受信用２副開口の干渉により受信感度に二方向の空間的な変調を与えることで、この二方
向の変調方向に沿って変位成分を検出することが可能となる。この方法では、超音波の伝
搬方向には、ほぼ従来取得可能であった超音波反射エコー方向と同じ程度の空間変調の波
長を与えることができるため、超音波伝搬方向の変位精度を従来のものに対して大きく低
下させることなく超音波伝搬と直交する方向の変位成分を計測することができる。しかし
ながら、この方法は、空間分解能が低下するという欠点を持つ。
【００１３】
　米国特許第６，８５９，０７６号明細書（特許文献２）には、特表２００１－５０３８
５３号公報（特許文献１）に記載の方法の計測精度を向上させる方法が開示されている。
しかしながら、ここで開示されている方法は実質的に超音波反射エコー受信信号に対する
四次のモーメントの計算を含んだ処理を行なうため処理量が増大するため、従来の超音波
診断装置へ実装が困難であるという欠点を有していた。
【００１４】
　さらにLiebgott他「Beamforming　Scheme　for　2D　Displacement　Estimation　in　
Ultrasound　Imaging」　EURASIP　Jounalon　Applied　Signal　Proccessing　２００５
：８，ｐｐ．１２１２－１２２０，２００５年８月（非特許文献３）および米国特許第６
，８５９，０７６号明細書（特許文献２）に記載の方法とは送受信のビーム形成の異なる
方法が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】特表２００１－５０３８５３号公報
【特許文献２】米国特許第６，８５９，０７６号明細書
【非特許文献】
【００１６】
【非特許文献１】Fox　「Multiple　crossed-beam　ultrasound　Doppler　velocimetry
」，IEEE　Trans.　Sonics　Ultrason.,　Ｖｏｌ．２５，ｐｐ．２８１－２８６，１９７
８年
【非特許文献２】Trahey他、「Angle　independent　ultrasonic　detection　of　blood
　flow」，IEEE　Trans.　Biomed.　Eng.,　Ｖｏｌ．３４，ｐｐ．９６５－９６７，１９
８７年１２月
【非特許文献３】Liebgott他「Beamforming　Scheme　for　2D　Displacement　Estimati
on　in　Ultrasound　Imaging」　EURASIP　Journal　on　Applied　Signal　Processing
　２００５：８，ｐｐ．１２１２－１２２０，２００５年８月
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　本発明は特許文献１及び特許文献２、非特許文献３に開示された超音波による２次元変
位計測方法の欠点を克服し、従来の超音波診断装置への実装が好適な２次元変位計測方法
を提供することにある。



(6) JP 5539218 B2 2014.7.2

10

20

30

40

50

【００１８】
　図１３を用いて特許文献１及び特許文献２、非特許文献３に関わる従来技術の２次元変
位計測方法の原理を説明する。
【００１９】
　パルス発生器１２０１は、送信用パルス列を発生する。
　送信ビームフォーマ１２０２は、パルス発生器１２０１で発生した送信用パルスをもと
に、計測対象１２０４へ超音波ビームを送信するために送信用変換素子アレイ１２０３の
各変換素子へのパルス駆動電圧を発生する。このとき通常超音波診断装置で行われている
ように、送信ビームフォーマ１２０２は、送信用変換素子アレイ１２０３の開口より送信
する超音波ビームが収束するようにフォーカシングを行なうこともできる。フォーカシン
グは、送信用変換素子アレイ１２０３上の対応する各変換素子への駆動パルス電圧に、例
えば図１４のような遅延をかけることで行われる。図１４は、送信用変換素子アレイ１２
０３の開口中心軸上の指定点で送信超音波ビームの幅を最小する遅延の例である。また、
送信ビームフォーマ１２０２は、送信する超音波ビームのサイドローブの発生を抑制する
ために送信信号の振幅分布を、例えば図１５のように、開口中心にピークを持つ山形の分
布になるように各変換素子へのパルス駆動電圧の振幅を調整する（これを本技術分野で周
知なように送信アポダイゼーションと称する）こともできる。また、送信ビームフォーマ
１２０２で与える遅延量によっては送信超音波ビームを所望の方向へ向かせることもでき
る（これを本技術分野で周知なようにビームステアリングと称する）。
【００２０】
　送信用変換素子アレイ１２０３上の各変換素子は、入力された駆動パルス電圧によって
駆動され、計測対象１２０４へ超音波パルスを送信する。送信ビームフォーマ１２０２に
於いて図１４のような遅延を与えられた場合には、送信された送信超音波パルスは空間的
には収束された超音波ビームとして計測対象１２０４内を伝搬する。
【００２１】
　計測対象１２０４へ送信された超音波パルスは、計測対象１２０４内の組織によって反
射される。反射された反射エコー超音波は、受信用変換素子アレイ１２０５上の各受信変
換素子で受信される。各受信変換素子は、各々受信エコー信号を発生する。受信用変換素
子アレイ１２０５上の各受信変換素子からの各受信エコー信号は、受信ビームフォーマ１
２０６に入力され、受信用変換素子アレイ１２０５上の開口の位置に応じた受信感度が得
られるように各受信変換素子に対する信号振幅増幅率を変えて信号の増幅が行なわれた（
これを本技術分野で周知なように受信アポダイゼーションと称する）後、加算され、加算
信号が変位検出プロセッサ１２０７に入力される。
【００２２】
　特許文献１及び特許文献２に記載の方法では、図１６に示すような開口に対して２ピー
クを有する特徴的なアポダイゼーションがかけられる。また特許文献１では、受信ビーム
フォーマ１２０６において受信用変換素子アレイ１２０５からの各受信エコー信号に図１
７で示すような受信時間遅延をかけた後加算される例が開示されている。アポダイゼーシ
ョンと時間遅延をかけられた後加算された受信エコー信号は、変位検出プロセッサ１２０
７に入力される。変位検出プロセッサ１２０７が２次元変位を算出し、算出結果がディス
プレイ１２０８に表示される。
【００２３】
　このような２次元変位計測の特徴は、受信トランスディーサ１２０５上の変換素子から
の受信エコー信号に、受信ビームフォーマ１２０６において図１６に示したアポダイゼー
ションをかけることによって、実質的にエコー超音波の受信開口上に二つの副開口を形成
することにある。このような二つの副開口からの加算受信信号を用いることで、二開口の
干渉効果によって受信感度分布に空間的な変調がかかる。これを図１８、図１９を用いて
説明する。図１８において、受信アポダイゼーションによって生じる実質的な受信用の副
開口１７０１、１７０２が示される。受信ビームフォーマ１２０６において図１６のよう
なアポダイゼーションと図１７のような遅延をかけると、受信副開口１７０１、１７０２
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に受信される超音波はそれぞれ、方向１７０３、方向１７０４に指向性を持つ平面波に対
する感度が最大となる。これらの平面波の波面１７０５、１７０６が、模式的にそれぞれ
示されている。受信副開口１７０１、１７０２で受信される平面波１７０５、１７０６の
干渉によって、加算受信エコー信号は、空間的に２次元的な変調がかかった感度分布を持
つ。図１９にこの様子を示す。図１９において、受信副開口１７０１、１７０２によって
主に受信される平面波の波面１７０５、１７０６が示される。この二平面波の干渉によっ
て図１９のハッチで示されるような干渉パターンが生じる。１８０２はx方向、１８０３
はｚ方向の一定の線上での変調の様子を示すものである。このように受信副開口１７０１
、１７０２で受信感度が高い二方向の平面波の干渉によって、図１９のｘ方向、ｚ方向と
いう直交する方向に空間的な波が発生することになる。これを反映して受信ビームフォー
マ１２０６からの出力である加算受信エコー信号は、空間的に直交する二方向に変調がか
かった感度分布を有することになる。
【００２４】
　このように受信感度分布が空間的に２次元の変調をかけられているときに、計測対象１
２０４内の反射体（組織）が移動する場合、移動する反射体からの送信超音波ビームに対
する超音波エコーの加算受信エコー信号は、受信感度の空間分布の変調と反射体の移動速
度に応じた変化をする。このため、送信用パルス列１２０１で発生した送信パルスの各々
に対して、受信ビームフォーマ１２０６の出力である加算受信エコー信号をそれぞれ取得
し、その変化によって受信感度空間分布の二つの変調方向の変位及び速度成分を検出する
ことができる。
【００２５】
　特許文献２によれば、パルス間隔Ｔpの送信パルス列のｎ番目のパルスに対する加算受
信信号Ｒ（ｎ）は
【００２６】
【数１】

【００２７】
に比例した変化をする。ここでλは使用する超音波の波長である。Xpは二つの受信副開口
１７０１、１７０２の干渉によって生じる超音波伝搬とは素直な方向の空間変調の周期で
ある。vxは開口面方向の、vzは超音波伝搬方向のそれぞれ速度を表す。またパルス間隔Ｔ

pの間に生じる開口面方向の変位Δｘ、超音波伝搬方向の変位Δｚは、それぞれの方向の
速度と
【００２８】
【数２】

【００２９】
の関係を持つ。
　これらの関係を用いて変位検出プロセッサ１２０７は、開口面方向の速度または変位、
超音波伝搬方向の速度または変位を求める。一般には式（１）のような二重周期の合成信
号から異なる各周期を精度よく求めるには多くのパルス数ｎが必要になる。これは、測定
のために必要な送信パルス数を増加させ、超音波診断装置に適用する際にフレームレート
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の低下などの実時間動作の反応を遅らせるため、好ましくない。特許文献２には、加算信
号列Ｒ（ｎ）の四次のモーメントを用いて開口面方向の速度または変位、超音波伝搬方向
の速度または変位を分離して求める方法が開示されている。また、特許文献１には、受信
副開口１７０１、１７０２が主に感度を有する平面波の方向１７０３、１７０４を変化さ
せた場合の加算信号列Ｒ（ｎ）の相互相関演算を行なうことで、超音波伝搬と垂直方向の
開口面方向の速度または変位を求め、さらに受信ビームフォーマ１２０６で通常の受信ビ
ームフォーミングを行い、従来のドプラ法により超音波伝搬方向の速度または変位を求め
ることで超音波伝搬方向の速度または変位を求めることが開示されている。
【００３０】
　このようにしてパルス発生器からのパルス列間での加算受信エコー信号の変化によって
、二方向の速度または変位が推定でき、さらに従来のカラーフロー法と同様にして送信超
音波ビームの方向上にある組織の二方向速度または変位分布が推定できる。送信ビームフ
ォーマ１２０２が送信超音波ビームのステアリングを行なうことで、２次元での二方向速
度または変位分布が算出されてディスプレイ１２０８に表示される。
【００３１】
　以上では送信超音波ビームではフォーカシングにより超音波ビームの収束を行ったが、
受信ではフォーカシングを与えないため、受信の感度分布は変調をかけられながらも計測
対象１２０４内で広く分布している。
【００３２】
　非特許文献２では、これとは逆に送信時にはフォーカシングを与えずに受信時にフォー
カスを与える方法が記載されている。但し、この場合には、超音波伝搬と垂直方向の変調
間隔を一定に保つためには受信フォーカス位置により受信副開口１７０１、１７０２の間
隔を変化させる必要がある。非特許文献２にあるように超音波伝搬と垂直方向の空間変調
周期Xpあるいは空間変調周波数fxは、超音波伝搬方向フォーカス深度ｚ，超音波波長λ，
受信副開口１７０１、１７０２間の距離dxを用いて近似的に
【００３３】
【数３】

【００３４】
で求められる。
　式（１）、式（３）より判るように超音波伝搬と垂直方向の変位、および速度の精度を
高くするには空間変調周期Xpを小さく、空間周波数fxを多くとるのが好ましい。そのため
には受信副開口間の距離dxを大きくとるのが好ましい。そのために超音波伝搬と垂直方向
の変位の精度を上げるためには必要とする受信副開口間の距離dxを確保できる程度の受信
開口の大きさが必要となるので、超音波伝搬と垂直方向の速度および変位計測の精度を上
げるためには超音波受信開口を大きくとらねばならない。このとき受信変換素子アレイ上
の変換素子の数には作成上の制約があり、従来技術におけるリニア走査のように受信変換
素子アレイの一部を用いて受信開口を形成する方式では、受信副開口間の距離を十分に確
保できないため超音波ビームフォーミングにおいては前述のステアリング動作を行なうこ
とが好ましい。
【００３５】
　さらに上記のような変位計測方法を速度および変位分布の算出に用いるには、速度およ
び変位の計測精度とともに計測する領域の空間分解能が高いことが好ましい。この空間分
解能は、フォーカシングされた超音波ビームの幅に依存するため、送信或いは受信の一方
のみにフォーカシングを行って速度分布や変位分布を計測すると、従来の送信及び受信時
双方にフォーカシングするビームフォーミングを行なうカラーフロー法などと比べ、分布
のラテラル方向空間分解能が劣化するという欠点を有している。これを避けるために送信
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時および受信時同時に十分幅が細いビームへと超音波フォーカシングを行なう必要があっ
た。
【００３６】
　しかしながら、発明者らの検討によれば、このような送信および受信にフォーカスをか
けながら超音波のステアリングを行って超音波ビームの角度を走査させた場合に、そのス
テアリング方向により副開口の干渉によって生じる感度分布のパターンが変化することが
分かった。
【００３７】
　図２０は、非特許文献３に記載の方法と同様な方法を用い、かつ送受信時のステアリン
グとフォーカシングを行った際のシミュレーション結果の受信感度の分布をハッチのパタ
ーンで示したものである。
【００３８】
　図２０（ａ）は、ステアリングにより開口中心より真下に送受信のビームを設定した時
の受信感度である。画面中央部分を参照すると、上下、および左右方向に変調が整然とか
けられているのが判る。
【００３９】
　一方、図２０（ｂ）は、ステアリングにより開口中心より画面右下方向に送受信のビー
ムを作成した場合である。変調は二方向に走っているが、その方向が中央の方向とは異な
り傾きを持っていることが判る。
【００４０】
　このように、高精度な速度および変位分布の検出のためフォーカスをかけた超音波ビー
ムをステアリングする際には、そのステアリング方向によって空間変調がかかる方向が変
化するため、従来のような直交した２次元方向の速度および変位計測方法では画面端部で
の速度および変位検出の誤差が生じ、良好な速度および変位分布が得られないという欠点
を有していた。
【００４１】
　また特許文献２のような複雑な処理を伴う計測ではその処理の複雑さから超音波装置へ
の実装に適さないという欠点を有していた。
【００４２】
　本発明は、従来技術のもつ、速度および変位分布計測時に分布のラテラル方向空間分解
能が低い、端部での速度および変位検出精度が落ちる、複雑な処理を有するなどの欠点を
除き、かつ従来の超音波診断装置への実装が好適な２次元変位計測方法を提供するもので
ある。
【００４３】
　また上記説明では、従来技術の文献に基づいて、受信アポダイゼーションをかけ二つの
受信副開口１７０１、１７０２を設定することで受信感度の空間分布に直交する方向の変
調を与える場合に関して説明した。しかし、送信開口にアポダイゼーションをかけ二つの
送信副開口を設定することで、送信超音波ビームに対して、本来の超音波伝搬の波動とし
ての変化に加えて、二つの送信副開口の干渉によって、超音波伝搬と垂直方向即ち超音波
ビームの幅方向に変調を与えることで、同様に二方向の速度または変位の計測を行なうこ
とも可能である。つまり、本発明は、このように送信ビームに横変調をかける構成にも好
適な方法であり、特に送信のアポダイゼーションと受信のアポダイゼーションを組み合わ
せ横変調の効果を増大させる場合に、各々のアポダイゼーションと受信および送信のビー
ムフォーカスを同時に組み合わせるのに適した構成をとることができるため、速度および
変位分布計測の空間分解能と速度および変位計測感度を同時に向上させることができる。
【課題を解決するための手段】
【００４４】
　本発明のある局面の超音波診断システムは、少なくとも１方向に配列された超音波変換
素子群よりなる超音波探触子（以下、探触子をプローブともいう）と、被検体内部の走査
線群に沿って存在するサンプル点列に超音波をフォーカスし、かつ各超音波変換素子の送
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受信信号にディレイ及びアポダイズを掛けることにより該走査線群と実質的に直交する方
向に変調された音場感度を形成するビームフォーミング部と、相異なる時点での各サンプ
ル点における受信信号間の演算によって、該サンプル点に於ける少なくとも二方向に沿っ
ての変位を検出する検出部とを備え、検出部は、該サンプル点に於いて、該走査線群に接
する方向の変位、及び該走査線に実質的に直交する曲線群に接する方向の変位を検出し、
該走査線群に実質的に直交する曲線群は、被検体内部において超音波探触子に対して固定
された２点からの超音波パルスの到達時間の和が実質的に同一である点列からなる曲線の
群である。
【００４５】
　好ましくは、該走査線群は、該固定された２点からの超音波パルスの到達時間の差が実
質的に同一となる様に選ばれた曲線または直線の集合であって、該固定された２点からの
超音波パルスの到達時間の差が、隣接する該曲線または直線間で一定の差を持つ。
【００４６】
　好ましくは、該変位を求めるサンプル点が、該走査線群と該走査線群に実質的に直交す
る曲線群の交点にあり、該走査線群に実質的に直交する曲線群は、該固定された２点から
の超音波パルスの到達時間の和が実質的に同一となる様に選ばれた曲線の集合であって、
該曲線に於ける該固定された２点からの超音波パルスの到達時間の和が、隣接する曲線間
で一定の差を持つ。
【００４７】
　好ましくは、走査線群は超音波探触子に対して固定された２点を共通の焦点とする双曲
線の群であり、実質的に直交する曲線群は該２点を共通の焦点とする楕円の群である。
【００４８】
好ましくは、走査線群は超音波探触子に対して固定された２点を共通の焦点とする双曲線
の漸近線の群であり、実質的に直交する曲線群は該２点を共通の焦点とする楕円の群であ
る。
【００５０】
　好ましくは、超音波変換素子群よりなる超音波探触子による超音波のフォーカスは、超
音波変換素子群内の少なくとも一つ以上の超音波変換素子による超音波送信と、送信する
超音波変換素子より多い数の超音波変換素子による超音波変換子による受信による開口合
成による。
【００５１】
　好ましくは、超音波を送信する超音波変換素子は二つ以上の超音波変換素子であり、該
二つ以上の超音波変換素子から送信された超音波が合成された音波が、該超音波変換素子
群の送波表面より送波側とは逆方向にとった仮想音源を中心とする球面波または実効的な
円筒波となるように、該二つ以上の超音波変換素子は、超音波送信を行なう。
【００５２】
　好ましくは、検出部は、走査線群に沿った方向の変位を該走査線に沿った複数のサンプ
ル点のエコー信号値からなるエコー信号列を用いて、相異なる時点で該エコー信号列の間
の相互相関演算によって求め、走査線と実質的に直交する曲線群に沿った方向の変位を該
走査線と実質的に直交する曲線に沿ったサンプル点のエコー信号値からなるエコー信号列
を用いて、相異なる時点で該エコー信号列の間の相互相関演算によって求める相関計算部
を有する。
【００５３】
　好ましくは、検出部は、走査線群に沿った方向の変位を相異なる時点でのエコー信号値
からなるエコー信号列を用いて、該走査線方向に沿った異なるサンプル点の該エコー信号
列間での相互相関演算によって求め、走査線に実質的に直交する曲線群に沿った方向の変
位を相異なる時点でのエコー信号値からなるエコー信号列を用いて、該走査線に実質的に
直交する曲線に沿った異なるサンプル点の該エコー信号列間での相互相関演算によって求
める相関計算部を有する。
【００５４】
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　本発明のある局面の超音波診断装置は、少なくとも１方向に配列された超音波変換素子
群よりなる超音波探触子と、被検体内部の走査線群に沿って存在するサンプル点列に超音
波をフォーカスし、かつ各超音波変換素子の送受信信号にディレイ及びアポダイズを掛け
ることにより該走査線群と実質的に直交する方向に変調された音場感度を形成するビーム
フォーミング部と、相異なる時点での各サンプル点における受信信号間の演算によって、
該サンプル点に於ける少なくとも二方向に沿っての変位を検出する検出部とを備え、検出
部は、該サンプル点に於いて該走査線群に接する方向の変位、及び該走査線に実質的に直
交する曲線群に接する方向の変位を検出し、該走査線群に実質的に直交する曲線群は、被
検体内部において超音波探触子に対して固定された２点からの超音波パルスの到達時間の
和が実質的に同一である点列からなる曲線の群である。
【発明の効果】
【００５５】
　以上のように本発明により高い空間分解能で高精度な２次元変位分布計測および２次元
速度分布計測が達成される。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】本発明の実施形態の原理を表す図である。
【図２】本発明の実施形態に係わるサンプル点の関係を表す図である。
【図３】本発明の好ましい実施形態を表す図である。
【図４】本発明の実施形態に係わるアポダイゼーションを表す図である。
【図５】本発明の実施形態に係わるエコー受信信号の図である。
【図６】本発明の好ましい他の実施形態を表す図である。
【図７】本発明の好ましい他の実施形態に係わる他の送信方法を説明する図である。
【図８】本発明の実施形態の効果を示すシミュレーションのモデルを示す図である。
【図９】本発明の実施形態による受信信号パターンのシミュレーション結果を示す図であ
る。
【図１０】本発明の実施形態の効果を示す他のシミュレーションのモデルを示す図である
。
【図１１】本発明の実施形態に係わる変位計測による位相計算シミュレーション結果を示
す図である。
【図１２】本発明の実施形態に基づく変位計測による２次元変位シミュレーション結果を
示す図である。
【図１３】従来技術の説明のための構成図である。
【図１４】従来技術に係わる送信遅延を表す図である。
【図１５】従来技術に係わる送信アポダイゼーションを表す図である。
【図１６】従来技術に係わる受信アポダイゼーションを表す図である。
【図１７】従来技術に係わる受信遅延を表す図である。
【図１８】従来技術の原理を表す図である。
【図１９】従来技術による受信感度分布を表す図である。
【図２０】従来技術の欠点を表す図である。
【発明を実施するための形態】
【００５７】
　本発明は高精度な速度および変位分布の検出のためフォーカスをかけた超音波ビームを
ステアリングする際には、そのステアリング方向によって空間変調がかかる方向が変化す
ることを補正するものである。
【００５８】
　図１は、超音波の送信または受信開口に２ピーク状のアポダイゼーションをかけた場合
の送信あるいは受信超音波の様子を模式的に示す図である。送受信超音波は近似的に、実
質的に２ピークをなすアポダイゼーションの各山の幅が小さいときには、二つの頂点また
は重心点から発生あるいは収斂する二つの球面波（２次元的には同心円状の波）となる。
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この二つの波の干渉により生じる干渉パターンはよく知られているように上記二つの頂点
あるいは重心点を共通な二焦点（共焦点）とする双曲線と楕円の曲線群となる。即ちこの
ようなアポダイゼーションをかけた送受信超音波は、空間の各点付近でほぼ直交する二つ
に方向に（二種類の）空間的な変調がかけられており、その二変調方向は各点でその点を
通る双曲線と楕円の各接線方向である。さらにある双曲線または楕円上に沿った各点に関
しては、上記二種類の空間変調のうちの一方の変調のみがかけられていることになる。
【００５９】
　たとえば二つの共焦点からの距離がそれぞれr1、r2である点で、二つの共焦点から発生
する同一波長λの波を考えると、共通する時間変動の部分を除いて近似的に
【００６０】
【数４】

【００６１】
となるが、二焦点からの距離の和の半分Ｓと二焦点からの距離の差の半分ρを用いると、
位置に関して以下のような式になる。但し、δ1、δ2は適当な位相差、C0は点の位置によ
らない定数である。
【００６２】
【数５】

【００６３】
　周知のように双曲線は、二焦点からの距離の差が一定の曲線である。同一双曲線上の点
では上式ρが一定でＳの変化に応じた変調を受ける。また、楕円は二焦点からの距離の和
が一定の曲線である。同一楕円上の点では、上式Ｓが一定でρの変化に応じた変調を受け
る。
【００６４】
　以上のことより、送受信の開口に２ピーク状のアポダイゼーションをかけた場合には、
受信感度の空間分布にかかる二種類の変調パターンは、ほぼ双曲線群、および楕円群に沿
ったものとなり、図２０に示したように変調のかかる方向が場所によって変化することが
わかる。
【００６５】
　このようにして２次元変位の方向を従来の空間に固定した直交二軸、または単純に超音
波ビーム方向とビーム垂直方向に分解して変位を求めるのではなく、２ピークのアポダイ
ゼーションの二頂点あるいは二重心点を共焦点とし、計測点を通る双曲線の方向と、楕円
の接線方向へ分解した変位を求めることで２次元の空間変調パターンに略沿った変位計測
を行なうことができ、その結果変位計測精度を損なうことがなくなる。
【００６６】
　式（１）と同様にパルス間隔Ｔpとしたときのｎ番目の送信パルスに対する、計測対象
内の特定の点Ｐからのエコー受信信号の変化は
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【００６７】
【数６】

【００６８】
となる。ここでvhは双曲線に沿った方向の速度、veは楕円に沿った方向の速度である。Xh
は双曲線に沿った方向の空間変調周期でほぼ超音波波長である。Xeは楕円に沿った方向の
空間変調周期でアポダイゼーションによるピークの幅が小さいときはほぼ超音波波長にし
てもよいが、ピークの幅による補正を加えても良い。
【００６９】
　このときほぼ同時に上記点と同一楕円上にある、異なる点Ｐ’からのエコー受信信号を
取得すると、その受信信号の変化は、上記のように同一楕円上では双曲線方向の空間変調
は実効的に関与しないため
【００７０】

【数７】

【００７１】
となる。ここでδeは楕円上での点の位置の差によって生じる位相差である。
特にδeをπ/4となるような楕円上での点Peをとるとその信号Re(n)は
【００７２】
【数８】

【００７３】
となる。
　受信信号R(n)とRe(n)を用いることで、楕円接線方向の速度のみを独立に算出すること
が可能である。たとえばR(n)とRe(n)を除算した信号を用いて通常のドプラ位相検出を行
ってもよい。またR(n)とRe(n)の相互相関をとることで速度成分を検出できる。検出精度
を高めるために同一楕円上に近接する複数点の受信信号を比較処理してもよい。
【００７４】
　例えば楕円上で位相π/4だけ異なる点Ｐの信号R（ｎ）と点Peの信号Ｒe（ｎ）の相互相
関演算を次のように計算することによって、次のように楕円方向の速度が求められる。
【００７５】
【数９】

【００７６】
　同様にして、同一双曲線上の複数点からのエコー受信信号を用いることで、双曲線接線
方向の速度のみを独立に算出することが可能である。特に点Ｐでの信号R(n)と同一双曲線
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上にあり位相差がπ/4となる点Phで信号Rh(ｎ)との相互相関演算を次のように計算するこ
とによって、双曲線方向の速度が次のように求まる。
【００７７】
【数１０】

【００７８】
　以上では、速度検出に関して説明したが、定められた送信パルス間隔の変位を検出する
場合も同様に検出できることは明らかである。また上記説明で用いた２群の曲線群は、本
質的には、２ピークのアポダイゼーションの二頂点あるいは二重心点からの距離の和が実
質的に一定な曲線群であって該２点から曲線上の点への超音波パルスの到達時間の和が実
質的に同一である曲線群と、２ピークのアポダイゼーションの二頂点あるいは二重心点か
らの距離の差が実質的に一定な曲線群であって該２点から曲線上の点への超音波パルスの
到達時間の差が実質的に同一である曲線群と、であることは上記説明より明らかで、厳密
な双曲線群や楕円群から若干のずれを有しても効果がある。特に双曲線には漸近線が存在
し、その焦点より遠方に離れるとその双曲線は部分的には漸近線で近似できる。このため
遠方に於いては双曲線を実効的にその漸近線と部分的に置き換えることができる。以降こ
の双曲線と部分的に置き換えた漸近線を略双曲線と称する。同様に焦点より遠方での楕円
は部分的に円に置き換え可能であるので、一般的に円を含んだ意味での楕円の意味で用い
るか、場合によって近似した円を含んで略楕円と称する。
【００７９】
　さらに本発明の好ましい形態は、共通する二焦点をもつ双曲線群、および楕円群の交点
をサンプリング点としてこれらの点に送受信フォーカスをかけることで分布計測の空間分
解能の向上を図るものである。従来の受信時あるいは送信時にのみフォーカスをかけるの
ではなく、受信、送信各々を実質的に同時にフォーカスするため、サンプリング点の近傍
からのエコー信号を用いて速度および位相検出を行い、速度および位相分布の空間分解能
が上げられるため、従来より精細な診断用画像が提供できる。同時に同一双曲線上にある
近接する複数サンプリング点より該双曲線方向に沿った速度成分または変位成分と、同一
楕円上にある近接する複数サンプリング点より該楕円方向に沿った速度成分または変位成
分とを、それぞれ独立に算出することで２次元速度成分あるいは２次元変位成分を簡便な
処理で計測精度を損なわずに計測する。
【００８０】
　このように略双曲線群と略楕円群の交点にサンプリング点を配置することで、目的とす
るサンプリング点の近傍において、上記の略双曲線に沿った複数サンプリング点間の処理
、および略楕円に沿った複数サンプリング点間の処理が簡便に行える。
【００８１】
　特に好ましくは、サンプリング点を決定する２つの曲線群を、双曲線群は２ピークのア
ポダイゼーションの二頂点あるいは二重心点からの超音波パルスの到達時間の差が実質的
に同一となる様に選ばれた曲線または直線の集合であって、該２点からの超音波パルスの
到達時間の差の値が、隣接する該曲線または直線間で一定の差を持ち、楕円群は該２点か
らの超音波パルスの到達時間の和が実質的に同一となる様に選ばれた曲線の集合であって
、該２点からの超音波パルスの到達時間の和の値が、隣接する曲線間で一定の差を持つよ
うに決定する。
【００８２】
　式（５－１）～（５－３）より判るように２ピークのアポダイゼーションによって生じ
る２次元の空間変調パターンは二頂点あるいは二重心点からの距離の和、及び二頂点ある
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置と二焦点からの距離の和、および差によって判別可能である。これらの事実より上記の
ような間隔で配置された略双曲線群の隣接する略双曲線間には、これと直交する略楕円方
向の空間変調に対して一定の位相の差をもっていることは明らかである。このため同一の
略楕円上にあり、これら隣接する略双曲線との各交点にあるサンプリング点間には位相差
が一定の楕円方向に沿った変調が掛かっている。上記のような間隔で配置された略楕円群
にも同様のことが言えるため、このようにして定められた隣接するサンプリング点同士は
、双曲線方向、および楕円方向に各々一定の変調の位相差で配列され、式（６）、式（７
）を用いてそれぞれの方向の速度成分を検出する際に位相間隔が揃ったサンプリングを行
えるため計算手順が簡略化できる。
【００８３】
　特に好ましくはこの位相差がπ/m、mは整数となるときであり、この場合隣接する略双
曲線間、および隣接する略楕円間、はm周期の周期をもった位相関係があることになる。
整数ｍが大きいほどサンプリング数が増加するため処理の負荷が多くなるが、変位検出の
精度が高くなり、特にm≧4が好ましい。
【００８４】
　式（４）よりこの条件は以下のように言い換えることもできる。即ち、サンプリング点
を決定する２つの曲線群を、双曲線群は２ピークのアポダイゼーションの二頂点あるいは
二重心点からの超音波パルスの到達時間の差が実質的に同一となる様に選ばれた曲線また
は直線の集合であって、該２点からの超音波パルスの到達時間の差の値が、隣接する該曲
線または直線間で使用超音波波長のm分の一だけ異なり、楕円群は該２点からの超音波パ
ルスの到達時間の和が実質的に同一となる様に選ばれた曲線の集合であって、該２点から
の超音波パルスの到達時間の和の値が、隣接する曲線間で使用超音波波長のn分の一だけ
異なる。
【００８５】
　但し、ｍ、ｎはそれぞれ整数であって特に４以上となることが好ましい。
　特にｍ＝４、ｎ＝４とすることで式（９）、式（１０）により楕円方向、双曲線方向の
速度が求められ、これに式（２）の関係を用いると楕円方向、双曲線方向の変位が求めら
れる。
【００８６】
　このような等間隔の位相差を持つサンプリング点の配置方法の一例に関して図２を用い
て説明する。
【００８７】
　二焦点間の間隔d=2fとして、座標原点Oを二焦点間の中点にとり、二焦点の座標を（-f,
0）、（f,0）ととる。上記のように双曲線は二焦点までの距離の差2ρ、楕円は二焦点ま
での距離の和Sで決定されるが、これを若干変形して双曲線パラメタuと楕円パラメタvを
以下のように決める。
【００８８】
【数１１】

【００８９】
　このとき双曲線パラメタu、楕円パラメタvで決定される双曲線、楕円の図はそれぞれ図
２（ａ）および図２（ｂ）のようになる。また直交座標（ｘ、ｙ）は、双曲線パラメタu
、および楕円パラメタvを用いて
【００９０】
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【数１２】

【００９１】
と書ける。
　上記のように二焦点からの距離の和と差が一定の間隔になるように、特に共通のサンプ
リング時間間隔Ｔに対して音速ｃを用いて双曲線、楕円の間隔を決めるのが簡便であり、
その場合双曲線インデックスi、楕円インデックスj、（i=0,±1,±2, …、j=1,2,3,…）
により指定される点Qijを図２（ｃ）に示す。また点Qijの直交座標による表示（xij,yij
）は
【００９２】
【数１３】

【００９３】
と書ける。
　また通常のビームフォーミングで行なうステアリング動作との類似から、双曲線インデ
ックスiをライン番号、楕円インデックスjをライン内でのサンプル番号と以降称すること
とする。
【００９４】
　（第一の実施形態）
　本実施形態は、被検体に圧力を加える前後の二次変位分布を求め、これにより２次元歪
み分布の計測を行なう装置（システム）に関する。
【００９５】
　図３は、本実施形態の構成を示す。
　図３の超音波診断装置（システム）は、超音波プローブ１１と、パルス発生器１２と、
送信ビームフォーマ１３と、増幅器１４と、制御部１６と、受信ビームフォーマ１５と、
検出部９０と、表示装置２６とを備える。送信ビームフォーマ１３と、受信ビームフォー
マ１５とは、ビームフォーミング部９１を構成する。
【００９６】
　検出部９０は、エコー信号配列部１７と、エコー信号列格納部１８と、直交検波器１９
と、相関計算部２０と、双曲線方向変位演算部２１と、楕円方向変位演算部２２と、座標
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変換部２３と、座標変換部２４と、２次元変位および歪み分布計算部２５とを備える。
【００９７】
　超音波プローブ１１は、変換素子アレイからなる。各変換素子は被検体内へ超音波を送
波するとともにその反射波を受波する。
【００９８】
　パルス発生器１２は、制御部１６からの送信トリガによって送信用パルスを発生する。
　制御部１６は、図２（ｃ）に示したようなサンプル点の配置とその位置情報が記載され
たサンプリング点情報テーブルを格納し、各送信パルスについてライン番号ｉに沿ったサ
ンプル点Qijの位置に送信超音波がフォーカスするような各変換素子の遅延量を送信ビー
ムフォーマ１３及び受信ビームフォーマ１５に設定する。
【００９９】
　パルス発生器１２で発生した送信用パルスは、送信ビームフォーマ１３によって設定さ
れた遅延量だけ遅延がかけられるとともに、図４に示すような送信アポダイゼーションを
かけた振幅に調整された駆動電圧で、超音波プローブ１１の変換素子アレイの各変換素子
を駆動する。超音波プローブ１１から送信される超音波は、図４に示した２ピークを有す
るアポダイゼーションによって前述のように空間的に変調がかけられるととともに、送信
ビームフォーマ１３によってかけられた遅延による送信フォーカシングによって目標のサ
ンプル点Qijへ収束される。
【０１００】
　サンプル点Qij付近で反射された反射エコー信号は、超音波プローブ１１で受信され、
各変換素子からの受信信号は増幅器１４で増幅される。より好ましい形態では、増幅器１
４には、ＡＤ（Analog　to　Digital）変換器が具備され、各受信信号はデジタル信号に
変換される。
【０１０１】
　各変換素子からのデジタル受信信号は、受信ビームフォーマ１５によって各変換素子に
ついて設定された遅延量分の遅延が与えられると同時に、図４に示すような２ピークの受
信アポダイゼーションをかけられた後、各変換素子について加算（整相加算）される。こ
の整相加算後の信号は、目標のサンプル点Qij付近に受信感度が高くなると同時に、２ピ
ークの受信アポダイゼーションによって受信感度に関する２次元の空間変調を受けた受信
エコー信号となって受信ビームフォーマ１５から出力される。
【０１０２】
　出力された受信エコー信号は、エコー信号配列部１７に入力される。エコー信号配列部
１７は、制御部１６からの目標サンプル点Qijの位置情報を基にして、目標サンプル点Qij
付近のみのエコー信号を含む適当な長さのデータを取り出し、エコー信号列格納部１８の
対応する部分に格納する。取り出されるデータの長さは、データ格納領域を削減するため
点Qijに於けるエコー信号値のみでも良いが、点Qijを含む前後にサンプリングされた複数
点の値を格納してもよい。この場合は、データ長とデータ内でサンプリング点Qijの値を
格納する順番は揃っていることが好ましい。
【０１０３】
　以上の結果、エコー信号列格納部１８内には、ライン番号、超音波プローブまでの距離
の順番に従って、対応するエコーデータが配列される。例えば、図２（ｃ）に示すような
サンプリング点Q-m,1、Q-m,2、…,Q-m+1,1、Q-m+1,2、…をライン番号順、超音波プロー
ブへ近接する順で対応するエコー受信データが格納される。図２（ｃ）は、ｍ＝１の例を
示す。
【０１０４】
　このように格納されたエコー受信信号の模式図を図５に挙げる。
　制御部１６は、サンプリング点情報テーブルに記載されたサンプリング点の配列に従っ
て、例えばサンプリング点Q-m,1、Q-m,2、…,Q-m+1,1、Q-m+1,2、…の順番でエコーデー
タを取得する。制御部１６は、サンプリング点情報テーブルの順番に従って、対応するサ
ンプリング点の位置情報から送信フォーカシング、受信フォーカシングのための遅延量を
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用意し、それぞれ送信ビームフォーマ１３、および受信ビームフォーマ１５の遅延量をセ
ット後、パルス発生器１２に送信トリガを送る。その後前述したように、送信トリガによ
りパルス発生器１２で送信パルスが発生され、送信ビームフォーマ１３で遅延、およびア
ポダイゼーションがかけられ、超音波プローブ１１で所定のサンプリング点にフォーカシ
ングされた超音波の送波とエコーの受波が行われる。受信信号は、増幅器１４で増幅、お
よびデジタル化の後、受信ビームフォーマ１５で整相加算されて、受信エコー信号が生成
される。
【０１０５】
　エコー信号配列部１７は、制御部１６のサンプリング点情報テーブルに従って、所望の
サンプリング点の位置関係によって受信エコー信号の該当する部分を抜き出してエコー信
号列格納部１８の所定部分に格納する。制御部１６は、サンプリング点情報テーブルに基
づいて、以上の手順を繰り返し、エコー信号列格納部１８内に計測領域全域に渉るサンプ
リング点Qijに対する受信エコー信号が取得される。
【０１０６】
　以上の結果として図５に示したように特定のライン番号に対して一連のエコー信号列が
得られる。この各エコー信号列は図２（ｃ）に示したようにそのライン番号i=0,±1,±2,
…に対応する略双曲線に沿った受信エコー信号となっている。また、計測領域全域に対す
る全てのライン番号に対するエコー信号列の集合は、一つのフレームデータを形成する。
【０１０７】
　各ライン番号についてのエコー信号列は、フレームデータを通して直列に格納されても
良いが、好ましくは図５に模式的に表したように各ライン番号のエコー信号列が並列し、
ライン番号を指定した場合には当該ライン上のエコー信号の値が時間サンプリングの順に
沿って読み出せ、またライン上でのサンプリング番号を指定した場合には当該サンプリン
グ番号のエコー信号の値がライン番号の順に読み出せるようにデータ読み出しができるこ
とが好ましい。このようにしてライン番号を指定した場合に得られるエコー信号列のデー
タをラインエコー信号データまたは走査線信号データと称し、ライン上でのサンプリング
番号を指定した場合に得られる信号データの列をライン交差エコー信号データまたは走査
線直交信号データと称する。図２（ｃ）での対応で言えば、ラインエコー信号データは略
双曲線上に沿った点からのエコー信号の値であり、ライン交差エコー信号データは略楕円
上に沿った点からのエコー信号の値である。
【０１０８】
　また、エコー信号列格納部１８のサンプリング点Qijでのエコー信号値のみならず、サ
ンプリング点Qijを含んだ近傍の複数点でのエコー信号値をデータとして格納した場合に
は、ライン上でのサンプリング番号の指定に対して、この複数点のエコー信号値のデータ
組をライン番号の順に読み出せるようにデータが読み出されるように構成してもよい。こ
の一連のデータ組をライン交差エコー信号組データと称する。
【０１０９】
　外部加圧に対しての２次元歪み分布を計測するために、初めに加圧前のフレームデータ
を上記の手順で採取する。採取したフレームデータは加圧前フレームデータとしてエコー
信号列格納部１８に格納される。その後、外部より加圧を行い加圧時のフレームデータを
加圧後フレームデータとして格納される。加圧前フレームデータ、および加圧後フレーム
データは各々ライン番号i=0,±1,±2,…に対応するエコー信号列の集合よりなっている。
【０１１０】
　これら加圧前フレームデータと加圧後フレームデータを用いて直交検波器１９から２次
元変位および歪み分布計算部２５までを用いて加圧前後の２次元の変位分布及び歪み分布
を求める。
【０１１１】
　本実施形態における２次元変位の計測方法の概要をのべる。
　本実施形態では、各サンプリング点Qij近傍での略双曲線方向に沿った変位成分と略楕
円方向に沿った変位成分が独立に求められる。



(19) JP 5539218 B2 2014.7.2

10

20

30

40

50

【０１１２】
　上記のエコー信号列格納部１８から加圧前と加圧後の各ライン番号のラインエコー信号
データが読み出される。ラインエコー信号データは、対応するライン番号の略双曲線に沿
ったエコー信号の列となっているため、加圧前と加圧後での対応するラインエコー信号デ
ータ間での複素相関演算を行なうことによって、対応するライン番号の略双曲線上でその
略双曲線に沿った加圧前後の変位を算出することができる。
【０１１３】
　さらに、エコー信号列格納部１８から加圧前と加圧後のライン内での各サンプリング番
号のライン交差エコー信号データが読み出される。ライン交差エコー信号データは、対応
するサンプル番号の略楕円に沿ったエコー信号の列となっているため、加圧前と加圧後で
の対応するライン交差エコー信号データ間での複素相関演算を行なうことにより、対応す
るサンプル番号の略楕円上で、その略楕円に沿った加圧前後の変位を算出することができ
る。
【０１１４】
　直交検波器１９は、複素相関演算を行なうため、加圧前フレームデータ、および加圧後
フレームデータの各信号列から解析信号を求める。解析信号は、もとの信号、Ｉ信号とそ
れとπ/４位相がずれたＱ信号とからなる。解析信号を作成するには直交検波ではなくヒ
ルベルト変換を用いることも可能である。
【０１１５】
　相関計算部２０は、加圧前フレームデータと加圧後フレームデータを用いて、各ライン
番号に対応した加圧前後のラインエコー信号データ間の相関演算を行い、双曲線方向変位
演算部２１へ結果を出力する。また、相関計算部２０は、ライン内の各サンプル番号に対
応した加圧前後のライン交差エコー信号データ間の相関演算を行い、楕円方向変位演算部
２２へ結果を出力する。
【０１１６】
　双曲線方向変位演算部２１は、相関計算部２０からの相関演算結果を用いて各ライン番
号の略双曲線上にあるサンプリング点での該略双曲線に沿った変位を求め、座標変換部２
３へ結果を出力する。双曲線方向変位演算部２１の演算結果は各ライン番号のサンプル点
での当該双曲線に沿った変位値であり、そのサンプリング点での当該双曲線の接線方向の
変位成分である。座標変換部２３は、各サンプリング点でその点を通る当該双曲線の接線
方向を計算し、得られた双曲線に沿った変位の２次元の直交座標成分を算出し、２次元変
位および歪み分布計算部２５へ出力する。ここで各サンプリング点を通る略双曲線の接線
は、サンプリング点情報テーブルが与えられれば算出できるため、各サンプリング点に関
して事前に計算をしておくことも可能である。
【０１１７】
　同様に、楕円方向変位演算部２２は、相関計算部２０からの相関演算結果を用いて各ラ
イン内サンプリング番号の略楕円上にあるサンプリング点での該略楕円に沿った変位を求
め、座標変換部２４へ結果を出力する。座標変換部２４は、各サンプリング点でその点を
通る当該楕円の接線方向を計算し、得られた楕円に沿った変位の２次元の直交座標成分を
算出し、２次元変位および歪み分布計算部２５へ出力する。各サンプリング点を通る略楕
円の接線は、サンプリング点情報テーブルが与えられれば算出できるため、各サンプリン
グ点に関して事前に計算をしておくことも可能である。
【０１１８】
　２次元変位および歪み分布計算部２５は、双曲線方向変位演算部２１からの略双曲線接
線方向変位成分と楕円方向変位演算部２２からの略楕円接線方向変位成分を合成して、各
サンプル点における２次元変位の直交座標成分を求める。
【０１１９】
　表示装置２６は、各サンプル点の位置に求めた２次元変位を表示する。この表示として
、たとえば各サンプリング点での２次元変位のベクトル表示、変位の絶対値に応じた色コ
ントア表示、または直交座標各成分の値に応じた色コントア表示などを用いることができ
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【０１２０】
　さらに２次元変位および歪み分布計算部２５は、各サンプル点における２次元変位の値
と各サンプリング点の位置座標より歪み値を求める。歪みは変位を空間座標で微分するこ
とにより求められる。例えば伸び歪みσxx、σyyは
【０１２１】
【数１４】

【０１２２】
定義される。ここでΔx、Δyはそれぞれx方向変位、y方向変位である。サンプリング点で
の変位より歪みを求めるための空間微分の近似には、従来の様々な近似法を用いることが
できるが、本実施形態ではサンプル点は非定型格子の上にあるので、例えば
【０１２３】
【数１５】

【０１２４】
と微分すればよい。ここでu(Qij)はサンプル点Qijでのx方向変位或いはy方向変位の量を
表す。xij、yijはそれぞれサンプル点Qijのｘ座標、y座標で式（１３）の関係がある。
【０１２５】
　同様にサンプリング点でのせん断歪み
【０１２６】
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【数１６】

【０１２７】
を求めることもできる。求めたサンプリング点での歪みは表示装置２６で表示する。この
表示として、各歪みの色コントア表示、伸び歪みの各成分を２次元的なベクトル表示など
を用いることができる。
【０１２８】
　さらに歪み値の計算は、座標変換部２２及び２３での座標変換を行なう以前に、略双曲
線方向、および略楕円方向への変位を用いて行ってもよい。この場合は、略双曲線方向、
および略楕円方向の局所直交座標として各方向への微分より歪み値を求めることができる
ため空間微分は簡略化できるが、通常の直交座標での歪み量へ変換する際に曲線座標から
の変換に対する計量テンソルgijを計算する必要がある。
【０１２９】
　また本実施形態では、加圧の前後に対する２フレーム分のフレームデータを用いて、加
圧前後の対応するライン信号データ間、およびライン交差信号データ間での相互相関を計
算したが、送受受信回数を増やして、より多くの異なる時刻（で等時間間隔Ｔp）でのフ
レームデータを作成し、時刻が異なるフレームデータから隣接するライン信号データ間、
隣接するライン交差信号データ間の相互相関を式（９）、式（１０）を用いて計算するこ
とによって、２次元変位分布、２次元速度分布を計測することもできる。
【０１３０】
　本実施形態は、特に超音波プローブ１１から受信ビームフォーマ１５までの構成が、従
来の超音波診断装置と同様の構成をとるため、従来の超音波診断装置の構成要素を利用し
て２次元変位計測機能を付加できるという利点がある。またエコー信号配列部１７から２
次元変位および歪み分布計算部２５までの機能は汎用ＰＣ上でプログラムを組むことで実
現することも可能である。
【０１３１】
　（第二の実施形態）
　第一の実施形態では２次元変位分布の空間分解能を高くするためにサンプリング点数を
増加させた場合には、全サンプリング点数分の送受信を繰り返すため変位分布表示を行な
うまでの時間が増加してしまう。本実施形態では超音波プローブの変換素子アレイの各変
換素子から逐次送信した際の各変換素子の受信信号データを全て格納し、格納したデータ
から計算によりビームフォーミングを行って、略双曲線に沿ったビームを形成することで
略双曲線に沿ったエコー受信信号列を形成する。
【０１３２】
　即ち超音波探触子による超音波のフォーカスは、超音波変換素子群内の少なくとも一つ
以上の超音波変換素子による超音波送信と、送信する超音波変換素子より多い数の超音波
変換素子による超音波変換子による受信による開口合成によることを特徴とする実施形態
の例である。
【０１３３】
　本実施形態は、変換素子アレイの変換素子数分の送信を行った後計算により処理を行な
うために空間分解能を上げるため、サンプリング点数を増加させた場合には第一の実施形
態に比べ２次元変位分布を表示までの動作速度は相対的に速くなるという利点をする。
【０１３４】
　図６は、本実施形態の構成を示す。但し図３と共通部分は同じ記号を用いる。
　図６の超音波診断装置（システム）は、超音波プローブ１１と、パルス発生器１２と、
パルススイッチ２１３と、増幅器１４と、制御部１６と、ＲＦ信号格納部２１４と、ビー
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【０１３５】
　超音波プローブ１１は、変換素子アレイからなる。各変換素子は、被検体内へ超音波を
送波するとともにその反射波を受波する。
【０１３６】
　パルス発生器１２は、制御部１６からの送信トリガによって送信用パルスを発生する。
パルススイッチ２１３は、制御部１６からの制御信号によって超音波プローブ１１の変換
素子アレイ中の変換素子へ送る送信用パルスを切り替える。
【０１３７】
　超音波プローブ１１の変換素子アレイ中の一つの変換素子から超音波が送信される。そ
れに対する超音波エコーは、超音波プローブ１１の変換素子アレイ中全ての変換素子で受
波される。
【０１３８】
　変換素子アレイ中全ての変換素子からの受信信号は、増幅器１４で増幅される。増幅器
１４は、好ましくはＡＤコンバータを有し受信信号をデジタル化する。各変換素子からの
デジタル受信信号は、ＲＦ信号格納部２１４へ格納される。
【０１３９】
　制御部１６は、パルス発生器１２で送信パルスを発生し、送信する変換素子アレイ中の
変換素子を切り替えて１変換素子による送信を繰り返し、各々の送信に対する全ての変換
素子からの受信信号をＲＦ信号格納部２１４へ格納していく。これを繰り返し変換素子ア
レイ中の全ての変換素子の送信に対する受信信号の組をＲＦ信号格納部２１４へ格納する
。
【０１４０】
　ビームフォーミング部２１５および検出部２２６は、ＲＦ信号格納部２１４に格納され
た受信信号データの組を用いて計算によるビームフォーミングを行い、略双曲線に沿った
エコー受信データ列並びに略楕円に沿ったエコー信号データ列を作成し、それを用いて２
次元変位分布を算出する。ビームフォーミング部２１５および検出部２２６は、一般的な
ＰＣ（Personal　Computer）とし、その上のソフトウエア上で処理を行なうことができる
が、専用電子機器から構成することができる。ビームフォーミング部２１５および検出部
２２６内の各要素はこのような専用機器としても良いが、ソフトウエア上での処理構成単
位としてもよい。
【０１４１】
　検出部２２６は、フレームデータ格納部２１６と、直交検波器２１７と、相関計算部２
１８と、双曲線方向変位演算部２１９と、楕円方向変位演算部２２０と、座標変換部２２
１と、座標変換部２２２と、２次元変位および歪み分布計算部２２３とを備える。
【０１４２】
　ビームフォーミング部２１５は、ＲＦ信号格納部２１４に格納された受信信号データの
組を用いて計算によるビームフォーミングを行なう。
【０１４３】
　以下に計算ビームフォーミングについて説明する。
　送信パルス信号をS0(tｋ)で表わす。ただしtｋは送信パルスの時間をデジタル的な時間
tkで表すとする。送信パルス長をＬｔとするとS0(tk)は0<tk<Lt以外では０となる。上記
のように特定の変換素子μで送信し、点Ｐで反射された超音波が変換素子νで受信される
とする。そのときの受信信号Sμν(tn)は、超音波の伝播分だけの伝搬遅れ（P1、P4と同
じとした）を生じるので
【０１４４】
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【数１７】

【０１４５】
となる。ここでdμ(p)は送信変換素子μから点Ｐまでの距離である。dν(p)は受信変換素
子νから点Ｐまでの距離である。ｃは音速である。
【０１４６】
　図２（ｃ）に示すようなサンプリング点の配置を考え、あるライン番号ｉに沿ったサン
プリング点Qi1、Qi2、Qi3、…からのエコー信号を考える。受信感度に２次元的な変調を
加えるため、図４のようなアポダイゼーションの効果をもたせる。サンプリング点Qijに
フォーカシングさせる受信信号を得るには、上記の伝搬遅れ分の遅延をかければよいので
【０１４７】
【数１８】

【０１４８】
とすればよい。ここでＳμνは、変換素子μで送信し、変換素子νで受信した受信信号デ
ータである。a(T)μは、変換素子μの送信アポダイゼーション係数であり、変換素子μの
位置により図４のように変化する。a(R)νは、変換素子νの受信アポダイゼーション係数
であり、変換素子νの位置により図４のように変化する。またΛh

(i)（Qij）はライン番
号iの双曲線に沿って測った超音波プローブ送信面からサンプリング点Qijまでの距離であ
る。
【０１４９】
　さらに好ましくは、サンプリング点Qij近傍からのエコー信号を得るために窓関数Ｗ（t
）をかける。Ｗ（ｔ）はＷ（０）＝１で送信パルス長程度の時間（ステップ）の幅で０と
異なる値を持つものであって、例えば送信パルス長の幅のガウス分布を用いてもよい。
【０１５０】
【数１９】

【０１５１】
　ライン番号ｉに沿ったラインエコー信号列Sh

(i)を得るには、ライン番号iに沿ったサン
プリング点Qi1、Qi2、Qi3、…からのエコー信号を全て加え合わせればよい。
【０１５２】

【数２０】
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【０１５３】
同様に、ライン内サンプル番号jに沿ったライン交差エコー信号列Se

(j)は
【０１５４】
【数２１】

【０１５５】
　Λe

(j)(Qij)はライン内サンプル番号jの楕円に沿って測った超音波プローブ送信面から
サンプリング点Qijまでの距離である。
【０１５６】
　本実施形態では、このように計算ビームフォーミングを行なうことでライン番号iの略
双曲線に沿ったラインエコー信号列Sh

(i)とライン内サンプル番号ｊの略楕円に沿ったラ
イン交差エコー信号列Se

(j)を直接算出できる。各ライン番号に関するラインエコー信号
列Sh

(i)と各ライン内サンプル番号jに関するライン交差エコー信号列Se
(j)は、フレーム

データとしてフレームデータ格納部２１６に格納される。
【０１５７】
　第一の実施形態と同様に、加圧前後での２次元変位を計測するために、初めに加圧前の
状態で一連の送受信を行って加圧前フレームデータが作成され、加圧前フレームデータが
フレームデータ格納部２１６に格納される。続いて外部加圧を行って一連の送受信を行っ
て加圧後フレームデータが作成され、加圧後フレームデータがフレームデータ格納部２１
６に格納される。
【０１５８】
　直交検波器２１７は、複素相関演算を行なうため、加圧前フレームデータ、加圧後フレ
ームデータの各信号列から解析信号を求める。解析信号はもとの信号、Ｉ信号とそれとπ
/４位相がずれたＱ信号とからなる。解析信号を作成するには直交検波ではなくヒルベル
ト変換を用いることも可能である。
【０１５９】
　相関計算部２１８は、加圧前フレームデータと加圧後フレームデータを用いて、各ライ
ン番号に対応した加圧前後のラインエコー信号Shデータ間の相関演算を行い双曲線方向変
位演算部２１９へ結果を出力する。また、相関計算部２１８は、ライン内の各サンプル番
号に対応した加圧前後のライン交差エコー信号Seデータ間の相関演算を行なう。
【０１６０】
　双曲線方向変位演算部２１９は、相関計算部２1８からの相関演算結果を用いて各ライ
ン番号の略双曲線上にあるサンプリング点での該略双曲線に沿った変位を求める。座標変
換部２２１は、得られた双曲線に沿った変位の２次元の直交座標成分を算出し出力する。
【０１６１】
　同様に、楕円方向変位演算部２２０は、相関計算部２１８からの相関演算結果を用いて
各ライン内サンプリング番号の略楕円上にあるサンプリング点での該略楕円に沿った変位
を求める。座標変換部２２２は、得られた楕円に沿った変位の２次元の直交座標成分を算
出し出力する。
【０１６２】
　２次元変位および歪み分布計算部２２３は、双曲線方向変位演算部２１９からの略双曲
線接線方向変位成分と楕円方向変位演算部２２０からの略楕円接線方向変位成分を合成し
て、各サンプル点における２次元変位の直交座標成分を求める。
【０１６３】
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　表示装置２２５は、各サンプル点の位置に求めた２次元変位を表示する。この表示とし
て、たとえば各サンプリング点での２次元変位のベクトル表示、変位の絶対値に応じた色
コントア表示、または直交座標各成分の値に応じた色コントア表示などを用いることがで
きる。
【０１６４】
　さらに第一の実施形態と同様に加圧による歪みを計測して表示装置２２５へ表示させら
れることは明らかである。
【０１６５】
　またさらに、第一の実施形態と同様に、より多くの異なる時刻（等時間間隔Ｔp）での
フレームデータを作成し、時刻が異なるフレームデータから隣接するライン信号データ間
、隣接するライン交差信号データ間の相互相関を式（９）、式（１０）を用いて計算する
ことによって、２次元変位分布、２次元速度分布を計測することもできる。
【０１６６】
　本実施形態は、送信時に超音波プローブ１１の変換素子アレイ内の１変換素子のみを用
いて送波するものであったが、この場合送信超音波の強度が低くなり、受信時に変換素子
アレイ内の各変換素子で受信する受信信号のＳＮＲ（Signal　to　Noise　Ratio）は低く
なる。この欠点を補正する補正するために、送信時に複数変換素子より送波を行なうこと
ができる。一方、本実施形態の計算ビームフォーミングは、送信時の波は略球面波（２次
元的には同心円の波）となるように設定されているため、送信変換素子の数が多くなると
フォーカス精度が低下する。これを補正するために送信する複数変換素子に遅延を与え実
効的に球面波を発生することができる。
【０１６７】
　図７を用いてこのような送信方法について説明する。図６に於けるパルススイッチ２１
３の変わりに送信ビームフォーマを使用する。送信ビームフォーマは制御部１６に従って
送信する複数の送信変換素子３２を選択すると同時に各送信変換素子３２に遅延を与える
。ここで与える遅延は通常の超音波を収束させる送信フォーカスを行なう遅延とは異なり
、変換素子アレイ表面または超音波プローブ側に仮想波源３３を有する発散する略球面波
を形成するように遅延をかける。図７に対応する遅延量の様子を示す。図１４に示したよ
うな通常の収束用送信フォーカシングとは遅延曲線が上下対称になっている点が特徴的で
ある。このような送信を行なうことで、図６を用いて説明した一変換素子の送信同様な略
球面波の送波を行なうことができる。制御部１６によって、図６で説明した場合では一変
換素子を順次ずらしていく動作の変わりに、送信変換素子３２とその各々にかける遅延量
を変化させていけばよい。このとき計算ビームフォーミングにおいて式（１７）で求める
dμ(p)の送信変換素子μから点Ｐまでの距離の変わりに対応する仮想波源から目標サンプ
リング点Ｐまでの距離を使用することで、図６に於いて説明したと同様の計算ビームフォ
ーミングが可能である。
【０１６８】
　これにより超音波を送信する超音波変換素子は二つ以上の超音波変換素子であり、該二
つ以上の超音波変換素子よりの送信超音波が合成して、該超音波変換素子群の送波表面よ
り送波側とは逆方向にとった仮想音源を中心とする球面波または実効的な円筒波となるよ
うに超音波送信を行なうこととなる。このような送信を行なうことで、送信音圧が増加し
ＳＮＲが向上するという利点を有する。
【０１６９】
　本実施形態では送受信の回数は超音波プローブ変換素子の個数によって決定されている
ため、２次元変位分布の空間分解能を高くするためにサンプリング点数を増加させた場合
にも過度に送受信を繰り返すことなく、第一の実施形態に比べ空間分解能に対して処理時
間を短くとることが可能であるという利点を有する。
【０１７０】
　（シミュレーション結果）
　次に、本発明の実施形態に基づいた略双曲線に沿った変位計測と略楕円に沿った変位計
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測から算出される２次元変位分布計測に関するシミュレーション結果の例を説明する。
【０１７１】
　初めに、点状反射体に対するエコー受信信号の感度分布パターンのシミュレーション結
果について説明する。図８にシミュレーションの配置を示す。超音波プローブに相当する
変換素子アレイ４１が示される。計測対象となる点状反射体４２が示される。超音波プロ
ーブに相対して十字型に点状反射体４２が配置されている。第二の実施形態に示した計算
ビームフォーミング法を用いて略双曲線に沿ったビームフォーカシングと略楕円群に合わ
せたサンプリングを行ってエコー受信信号を算出し、点散乱体部分でのエコー受信信号よ
り得られる変調パターンを、上記ビーム伝搬方向と、それと直交する方向にならべたもの
を図９に示す。
【０１７２】
　２ピークアポダイゼーションを行い横方向の変調を加えた場合の受信ビームパターンは
、従来技術の課題で述べたように、図２０に示されている。
【０１７３】
　図９（ａ）は、図２０（a）と同様に超音波プローブ中心付近でのビームパターンであ
る。図９（ｂ）は、図２０（ｂ）と同様に超音波プローブ端付近でのビームパターンであ
る。略双曲線に沿ったビームフォーカシングとそれと局所的に直交する略楕円群に合わせ
たサンプリングによって、エコー受信信号データが独立な方向に変調が掛かっていること
がわかる。
【０１７４】
　次に、本発明の実施形態に基づく変位検出方法を用いて行った点散乱体に対するシミュ
レーション結果を示す。図１０にシミュレーションの配置を示す。反射率の（平均値が）
低い点散乱体領域６１内に反射率の（平均値が）高い点散乱体領域６２をドーナツ断面状
に配置してなる被検体のモデルに、第二の実施形態に基づき計算ビームフォーミングを行
った後、略双曲線に沿った変位計測と略楕円の方向に沿った変位計測を行い、これによっ
て２次元の変位分布を求めた。変位は、高反射率領域６２が図１０（ｂ）のようにドーナ
ツ断面状中心の半径方向６２方向に一様な膨張率で生じるようにとった。また以下の説明
の都合上、半径方向６２と円周方向６３並びに深さ方向６４、横方向６５を図１０（ａ）
のように決める。
【０１７５】
　図１１に本発明の実施形態に基づく２次元変位計測で得られる２次元の変位分布を、位
相差を単位として示す。図１１（ａ）、図１１（ｂ）は、比較のために通常ドプラ法で得
られる半径方向６２と円周方向６３の分布を示す。この分布では主として円周方向の計測
が行われていないことが判る。
【０１７６】
　図１１（ｃ）、図１１（ｄ）には、本方法により略双曲線に沿った変位計測と略楕円の
方向に沿った変位計測を行った後、それぞれから得られる位相差を半径方向６２成分と円
周方向６３成分に変換したもの分布を示す。半径方向６２成分と円周方向６３成分ともに
変位計測が行われていることが判る。さらに通常観察が便利なように深さ方向６４と横方
向６５の成分に変換した変位分布を図１２に示す。図１２（ａ）、図１２（ｂ）は比較の
ために、シミュレーションの条件として与えた高反射率領域６２の点散乱体の実際の変位
の分布である。図１２（ｃ）、図１２（ｄ）は本発明の実施形態に基づく超音波計測によ
って算出された深さ方向６４と横方向６５の成分の変位分布のシミュレーション結果であ
る。与えた変位条件を良好に再現していることがわかる。
【符号の説明】
【０１７７】
　１１　超音波プローブ、１２，１２０１　パルス発生器、１３，１２０２　送信ビーム
フォーマ、１４　増幅器、１５，１２０６　受信ビームフォーマ、１６　制御部、１７　
エコー信号配列部、１８　エコー信号列格納部、１９，２１７　直交検波器、２０，２１
８　相関計算部、２１，２１９　双曲線方向変位演算部、２２，２２０　楕円方向変位演
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算部、２３，２４，２２１，２２２　座標変換部、２５，２２３　２次元変位および歪み
計算部、２６，２２５　表示装置、３１　変換素子アレイ、３２　送信変換素子、３３　
仮想波源、９０，２２６　検出部、９１，２１５　ビームフォーミング部、２１３　パル
ススイッチ、２１４　ＲＦ信号格納部、２１６　フレームデータ格納部、１２０３　送信
用変換素子アレイ、１２０４　計測対象、１２０５　受信用変換素子アレイ、１２０７　
変位検出プロセッサ、１２０８　ディスプレイ。

【図１】 【図２】
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【図１０】
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【図１２】
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【図２０】
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